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ミャンマーでは 2010 年 11 月 7 日に，20 年ぶりに総選挙が実施された。
これは現軍政下で行われた 2 度目の総選挙であった。前回の 1990 年総選
挙では，書記長職ではあったものの実質的にはアウンサンスーチー氏が率
いる国民民主連盟（National League for Democracy：NLD）が，全議
席の8割を獲得して圧勝した。これに対してビルマ社会主義計画党（Burma 




新憲法の草案は 14 年半をかけて国民会議で議論され，2008 年 5 月に国
民投票を経てようやく制定された。
今回実施された総選挙はこの新憲法にもとづくものであった。しかし，
NLD は新憲法のいくつかの規定が民主的でないこと，2010 年 3 月 8 日
に公布された政党登録法により「受刑」中のアウンサンスーチー氏が党か
ら排除されることなどを理由に，3 月 29 日に総選挙のボイコットを決定
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第１章　2010年ミャンマー総選挙結果を読む
した。それでも軍政は選挙準備を着々と進め，8 月 30 日には立候補受付
を締め切り，9 月 10 日には選挙管理委員会による審査を終了，その後の
実質的な選挙期間を経て，11 月 7 日に総選挙が実施された。
選挙管理委員会は 11 月 18 日までにすべての選挙結果を発表し，大方
の予想とおり軍政が全面的に支援する連邦団結発展党（Union Solidarity 



























権者は 2 院制の連邦議会，および 14 の地域・州議会のそれぞれの議員を
選ぶために，原則として 3 票を投じた。ただし，地域・州議会において
は全人口の 0.1％以上の数をもつ少数民族代表も選ばれるため，その少数




民選議員 330 人と民族代表院の民選議員 168 人，および 14 の地域・州







有権者数 （概数） 2,900 万人 2,100 万人
立候補者数 3,069 2,296
（内無所属） (82) (87)




　　　　　 14 の地域 ・ 州議会 76.6% -
表1　2010 年と 1990 年の総選挙の概要
（出所）選挙管理委員会布告 No. 143/2010 (2010 年 12 月 7 日 ), および伊野 [1992：24]。
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議席が 12 減り，合計 1154 人となった。このうち，人民代表院の 10 選




今回の総選挙には，37 の政党から 2987 人，無所属で 82 人の，合計
3069 人の候補者が出馬した（表 2 の最下行）。しかし，選挙管理委員会
からは選挙前に全国的な立候補者の統一名簿が発表されておらず，2010




3066 人であり（表 2 の最下から 2 行目），選挙管理委員会の発表と 3 人
の相違しかない。そのため，分析上大きな問題はないと判断する（３）。
出馬した 37 政党の内，1990 年総選挙時からの継続政党は 4，新規政
党が 33 であった。継続政党は 10 政党があったが，NLD を含む 5 政党は
規定された期日内に政党登録を行わなかったため，解党させられた。結局，






（Kachin Independence Organization ：KIO）の副議長であった，トゥ・



























1 連邦団結発展党 ミャンマー 新規 1,112 315 158 612 27 
2 国民統一党 ミャンマー 継続（有） 995 294 149 535 17 
3 国民民主勢力 ミャンマー 新規 162 104 36 22 
4 シャン民族民主党 シャン 新規 156 45 15 93 3 
5 民主党 （ミャンマー） ミャンマー 新規 47 23 9 15 
6 ミャンマー連邦国民政治連盟 ミャンマー 新規 46 25 11 10 
7 ラカイン民族発展党 ラカイン 新規 44 12 8 23 1 
8 カレン人民党 カレン 新規 41 7 5 24 5 
9 チン進歩党 チン 新規 40 9 12 18 1 
10 88 世代学生青年党 （ミャンマー連邦） ミャンマー 新規 39 28 6 5 
11 全モン地域民主党 モン 新規 34 8 9 16 1 
12 新時代人民党 ミャンマー 新規 30 7 4 19 
13 ワ民主党 ワ 新規 25 8 1 16 
14 チン民族党 チン 新規 22 6 7 9 
15 国民発展民主党 ロヒンギャー 新規 22 6 5 11 
16 パロン ・ サウォー民主党 カレン 新規 18 5 4 9 
17 タアン （パラウン） 民族党 パラウン 新規 15 4 2 9 
18 ラカイン州民族の力 ラカイン 新規 14 2 2 10 
19 国民政治同盟 ミャンマー 新規 13 7 3 3 
20 パオ民族機構 パオ 新規 10 3 1 6 
21 民主平和党 ミャンマー 新規 9 8 1 
22 統一民主党 （カチン州） カチン 新規 9 2 3 2 2 
23 ムロ （カミ） 民族連帯組織 ムロ／カミ 継続（有） 9 1 1 7 
24 ラフ民族発展党 ラフ 継続（有） 9 2 7 
25 連合民主党 ミャンマー 新規 8 4 3 1 
26 コーカン民主統一党 コーカン 継続（無） 8 3 1 4 
27 平和 ・ 多様党 ミャンマー 新規 7 3 2 2 
28 カマン民族進歩党 カマン 新規 6 2 1 3 
29 カヤン民族党 カヤン 新規 5 1 1 2 1 
30 イン民族発展党 インダー 新規 5 1 1 2 1 
31 ウンターヌ NLD （ミャンマー連邦） ミャンマー 新規 4 4 
32 ワ民族統一党 ワ 新規 4 3 1 
33 カレン州民主発展党 カレン 新規 4 2 2 
34 連邦民主党 ミャンマー 新規 3 2 1 
35 カミ民族発展党 カミ 新規 3 3 
36 国民発展平和党 ロヒンギャー 新規 3 2 1 
37 少数民族発展党 チン 新規 3 1 2 
政党候補者合計 （37 政党 ) 2,984 952 473 1,500 59 
無所属候補者合計 82 40 7 35 2)
立候補者合計 （筆者推計） 3,066 992 480 1,594 2)
立候補者合計 （選挙管理委員会発表） 3,069 989 479 1,601 2)
表2　政党別立候補者数
（注）　 1） 「ミャンマー」の場合は民族色のない政党を含む。ミャンマー（もしくは民族色のない）
　政党が 13 政党 , 少数民族政党が 24 政党。
　　　 2）少数民族代表を含む。
（出所）政党別立候補者数は筆者が各種報道等に基づき推計。立候補者数合計（最下行）は選挙管理委員会
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して第 3 極の形成をめざす NUP という三つ巴の構図となった。NLD が
総選挙をボイコットしたため，民主化勢力はいずれも組織力，知名度を
もたない小政党ばかりとなってしまった。USDP が全国に 1112 人，NUP
が 995 人の候補者を擁立したのに対し，NLD から分派して設立された国
民民主勢力（National Democratic Force：NDF）は 162 人，ウー・ヌ
前首相の娘などいわゆる「3 人のプリンセス」を擁する民主党（ミャンマー）
は 47 人の候補者を立てるにとどまった。
なぜ NLD は総選挙をボイコットしたのだろうか。NLD は 2008 年憲法
が非民主的であること，政党登録法の規定により「受刑」中の同党書記長
のアウンサンスーチー氏を NLD から除籍しなければならないことなどを

































Democratic Party ： SNDP）が156人の候補者を立てた。党首のサイ・アイ・
パオは 1990 年総選挙で NLD に次ぐ第 2 党となった，シャン民族民主連




展協会（Union Solidarity and Development Association：USDA）とい
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USDP の母体組織の USDA は地元の生活道路を整備することで，住民の
歓心を得ようとしていた。次頁の写真をみていただきたい。この道路は整
備されたばかりであるが，道端にライオンのロゴが刻まれた石柱が立てら




















意外な伏兵は NUP であった。しかし，国民からみれば NUP は USDP
と同様，軍政側の政党と映ったようである。NUP は BSPP の継承政党で
あったが，「ビルマ式社会主義」の失敗に対する真摯な反省や謝罪は表明
写真 1：ヤンゴン市内の生活道路（2010 年 11 月 3 日筆者撮影）。
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情が異なる点があった。第 1 に，投票所が 4 万カ所と多く，また全国政
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る投票では 50% 未満であるのに対し，期日前投票では 8 割近くを得た。
そのため，USDP が獲得した有効得票の 1 割弱は，期日前投票によって
なされた票であった。これに対して，NDF の得票率は，投票所における
投票が人民代表院で約 2 割，民族代表院で約 4 分の 1 であるのに対し，
期日前投票ではそれぞれ7.4%，10.0%しか獲得できなかった。結果として，












は容易ではないだろう。しかも，不服申し立て 1 件につき 100 万チャッ




こうした状況のなかで，第 3 党となった SNDP や，第 4 党となったラ
カイン民族発展党（Rakhine Nationalities Development Party：RNDP）
などは，「USDP の不正はわかっているが，時間とお金を無駄にしないた
めに，不服申し立てはしない」（Irrawaddy， 2010 年 11 月 20 日）と発
言している。これは選挙管理委員会が USDP に有利な判断をするだろう
ことを知っている両党が，現実的な判断をしたという面もあるが，同時に




選挙管理委員会は 11 月 8 日，および 11 日から 18 日にかけて，選挙
区ごとの当選者を発表した。これらの発表により，連邦議会（人民代表院
および民族代表院）および 14 の地域・州議会に，22 政党から 1148 人，
無所属から 6 人の合計 1154 人の当選者が判明した（表 3）。
連邦議会および地方議会のいずれにおいても，第 1 党となったのは
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選挙管理委員会は 11 月 8 日，および 11 日から 18 日にかけて，選挙
区ごとの当選者を発表した。これらの発表により，連邦議会（人民代表院
および民族代表院）および 14 の地域・州議会に，22 政党から 1148 人，
無所属から 6 人の合計 1154 人の当選者が判明した（表 3）。
連邦議会および地方議会のいずれにおいても，第 1 党となったのは




議会においても 74.9％の議席を獲得した（15）。USDP からは 1112 人の候
補者が立っていたため，勝率（当選率）は 79.4％を記録した。第 2 党となっ
たのは NUP であったが，63 議席（全議席の 5.5％）を獲得するにとどまっ
た。NUP は 995 人の候補者を立てたので，当選率はわずか 6.3％に過ぎ
なかった。第 3 党には SNDP が 57 議席（全議席の 4.9％）で，第 4 党に
は RNDP が 35 議席（全議席の 3.0％）で入った。いずれも少数民族政党
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は RNDP が 35 議席（全議席の 3.0％）で入った。いずれも少数民族政党
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































力をもつことができた（2008 年憲法第 83 条）。これにより，野党陣営は
USDP といつでも議会内で政治対話をすることが可能になったであろう。






主化政党（NDF および民主党（ミャンマー）の 2 党），少数民族政党（17
党），それ以外（88 世代学生青年党および無所属）の政党類型別に，獲得
議席数と当選率を示したものである。
においては，45 議席のうち，USDP が 37 議席，NDF が 8 議席を獲得した。




得票率をみてみると，USDP は両院ともに約 5 割，NDF は人民代表院
において約 2 割，民族代表院においておよそ 4 分の 1 を獲得している。







連邦団結発展党 45 37 48.4 78.6 50.1 9.0 
国民民主勢力
37 8
20.8 7.4 20.1 
2.1 
（37 競争選挙区） 28.6 9.7 27.4 
国民統一党 43 0 13.6 7.6 13.3 3.3 
民主党 （ミャンマー） 15 0 4.3 1.2 4.1 1.6 
88 世代学生青年党 18 0 6.2 2.3 6.0 2.2 
その他 38 0 6.6 2.9 6.4 2.6 





連邦団結発展党 12 8 47.6 78.8 49.3 8.7 
国民民主勢力
10 4
26.5 10.0 25.6 
2.1 
（10 競争選挙区） 31.6 11.6 30.5 
国民統一党 12 0 15.5 8.1 15.1 2.9 
民主党 （ミャンマー） 3 0 2.8 0.8 2.7 1.7 
88 世代学生青年党 4 0 4.9 1.4 4.7 1.7 
その他 7 0 2.6 0.9 2.5 1.9 
合計 48 12 100.0 100.0 100.0 5.4 
表4　ヤンゴン地域における主要政党候補者の得票状況
（注）　 国民民主勢力の（競争選挙区）の行の数字は候補者を立てた選挙区のみを対象。
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（出所）Myanmar Alin（国営ビルマ語新聞，2010 年 11 月 12 日）。
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表 6 はビルマ族が多く居住する 7 つの地域（regions）と，少数民族が
多く居住する 7 つの州（states）とに分けて，政党類型別に獲得議席をみ
たものである。少数民族政党が州において健闘している姿が明らかであ
る。第 1 に，人民代表院においては，少数民族政党は 7 つの地域におい
ては 1 議席も獲得していない。これに対して，7 つの州においては 4 割
近くの議席を獲得した。第 2 に，民族代表院においても，少数民族政党
は 7 つの地域においては 1 議席も獲得していないが，7 つの州においては
34.5% の議席を獲得した。第 3 に，地域・州議会においては，7 つの地域
政党名
















連邦団結発展党 259 82.2% 129 81.6% 388 82.0% 495 77.5% 883 79.4%
国民統一党 12 4.1% 5 3.4% 17 3.8% 46 8.3% 63 6.3%
民主化政党(1) 8 6.3% 4 8.9% 12 7.0% 7 18.9% 19 9.1%
少数民族政党(2) 45 38.5% 29 36.7% 74 37.8% 108 40.6% 182 39.4%
その他(3) 1 - 1 - 2 - 5 - 7 5.5%
合計 325 - 168 - 493 - 661 - 1154 -
表５　政党類型別の選挙結果
（注）　 (1) 民主化政党は国民民主勢力，および民主党（ミャンマー）の 2 政党を含む。
　　　 (2) 少数民族政党はシャン民族民主党など 17 政党を含む。
　　　 (3) その他は 88 世代学生青年党および無所属議員を含む。
（出所）New Light of Myanmar (2010 年 11 月 8 日，11 ～ 18 日）。
人民代表院
7 地域 7 州 合計
議席 構成比 議席 構成比 議席 構成比
連邦団結発展党 192 92.8% 67 56.8% 259 79.7%
国民統一党 7 3.4% 5 4.2% 12 3.7%
国民民主勢力 8 3.9% 0 0.0% 8 2.5%
少数民族政党 （1） 0 0.0% 45 38.1% 45 13.8%
無所属 0 0.0% 1 0.8% 1 0.3%
合計 207 100.0% 118 100.0% 325 100.0%
民族代表院
7 地域 7 州 合計
議席 構成比 議席 構成比 議席 構成比
連邦団結発展党 79 94.0% 50 59.5% 129 76.8%
国民統一党 1 1.2% 4 4.8% 5 3.0%
国民民主勢力 4 4.8% 0 0.0% 4 2.4%
少数民族政党 （2） 0 0.0% 29 34.5% 29 17.3%
無所属 0 0.0% 1 1.2% 1 0.6%
合計 84 100.0% 84 100.0% 168 100.0%
地域 ・ 州議会
7 地域 7 州 合計
議席 構成比 議席 構成比 議席 構成比
連邦団結発展党 364 89.2% 131 51.8% 495 74.9%
国民統一党 31 7.6% 15 5.9% 46 7.0%
国民民主勢力 4 1.0% 0 0.0% 4 0.6%
民主党 （ミャンマー） 3 0.7% 0 0.0% 3 0.5%
88 世代学生青年党 1 0.2% 0 0.0% 1 0.2%
少数民族政党 （3） 5 1.2% 103 40.7% 108 16.3%
無所属 0 0.0% 4 1.6% 4 0.6%
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においても 5 議席を獲得し，7 つの州においては 4 割を超える議席を獲得




る。アウンサンスーチー氏は解放から 1 週間が経った 11 月 20 日に，ヤ
ンゴンで少数民族政党の指導者らと会談し，軍政との対話をめざして国民



















議員がそれぞれ 4 分の 1 ずつ含まれる。これを反映した議会内の勢力は，
表 7 のとおりとなる。全体としては，USDP の圧勝ではあったが，議会ご
とに議会内勢力の構成が異なり，議会運営のあり方も違ってくるかもしれ
ない。














人民代表院 60 25 3 12 
民族代表院 58 25 2 15 
合計 59 25 3 13 
地域議会
ヤンゴン 61 25 7 14 
バゴー 68 25 7 7 
エーヤワディー 67 25 8 8 
マンダレー 72 25 0 3 
ザガイン 66 25 8 9 
マグウェー 69 25 6 6 
タニンターリー 71 25 4 4 
州議会
シャン 38 25 1 37 
カチン 39 25 22 36 
ラカイン 30 25 2 45 
モン 46 25 7 29 
チン 29 25 0 46 
カレン 31 25 0 44 
カヤー 75 25 0 0 
表７　議会内勢力の構成比
（出所）New Light of Myanmar (2010 年 11 月 8 日，11 ～ 18 日）から計算。
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第 2 に，連邦議会において，USDP は国軍議員を合わせて 4 分の 3 以
上の議席を占めており，両者が協力すれば憲法改正や国境および地域・州





第 3 に，地方議会においては多様な状況が生まれた。7 つの地域議会に
おいては，USDP が過半数を上回る議席を占めている。国軍議席と合わせ




しかし，国軍議席と合わせても 4 分の 3 を超えることはできず，州知事
（Chief Minister）を弾劾することはできない。
州知事は州議会の議員のなかから，大統領が任命する（2008 年憲法
261 条）。州議会のなかには少数民族政党が第 1 党，あるいは少数民族政
党が連立を組むと USDP の議席を上回るところもあり，国軍議員の理解を
得られれば，少数民族政党から州知事が誕生するケースも考えられる（19）。
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USDP は連邦議会の全議席の 79％を獲得した。これは 1990 年総選
挙で NLD が獲得した 81％に匹敵する数字であった。タンシュエ上
















































USDP は連邦議会の全議席の 79％を獲得した。これは 1990 年総選
挙で NLD が獲得した 81％に匹敵する数字であった。タンシュエ上









議席の 4 分の 1 相当数ずつ含まれる。
（ 2 ）選挙管理員会が 2010 年 12 月 7 日付布告 2010 年 143 号で，当選者総数を発表
するまで，無投票選出議員を含めて 1157 人が民選議員として選ばれたものと想
定されていた。しかし，実際の当選者は 1154 人であった。選挙管理委員会から
の正式な発表はないが，当選者が発表されなかった 3 議席（人民代表院の 1 議席，
州議会の 2 議席）はすべてシャン州のモンラー郡の選挙区にあり，これらの選挙
区においては当日投票が実施されなかった模様である（TNI［2010：3］）。





（ 4 ）現地ジャーナリストへのインタビュー（2011 年 11 月 3 日，ヤンゴン）。
（ 5 ）ただし，これは公式発表であり，実際にはほとんど組織にかかわっていないメ
ンバーも多いと考えられる。
（ 6 ）1990 年総選挙の結果と評価については，伊野［1992］を参照。
（ 7 ）たとえば，ICG［2009］を参照。
（ 8 ）USDP による動員の実態については，今後の研究課題としたい。


























連盟（The Union of Myanmar Federation of Chambers of Commerce and Indus-
try：UMFCCI）からは，ウィンミン会頭をはじめ 6 人が当選した。このほか，15














［1995］「ミャンマー民主化運動と少数民族問題」（『思想』No.850，1995 年 4 月，
岩波書店）114 -138 ページ。
工藤年博 ［2010］「ミャンマーの新展開―2010 年選挙を控えて―」（工藤年博編『ミャ
ンマー軍事政権の行方』調査研究報告書 地域研究センター 2009-Ⅳ -04，ア
ジア経済研究所）序 1-20 ページ　http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/
Download/Report/2009/pdf/2009_404_jo.pdf ［アクセス日：2011 年 1 月 17
日］。
＜英語文献＞
International Crisis Group （ICG）［2009］ “Myanmar: Towards the Elections，” Asia 






議席の 4 分の 1 相当数ずつ含まれる。
（ 2 ）選挙管理員会が 2010 年 12 月 7 日付布告 2010 年 143 号で，当選者総数を発表
するまで，無投票選出議員を含めて 1157 人が民選議員として選ばれたものと想
定されていた。しかし，実際の当選者は 1154 人であった。選挙管理委員会から
の正式な発表はないが，当選者が発表されなかった 3 議席（人民代表院の 1 議席，
州議会の 2 議席）はすべてシャン州のモンラー郡の選挙区にあり，これらの選挙
区においては当日投票が実施されなかった模様である（TNI［2010：3］）。





（ 4 ）現地ジャーナリストへのインタビュー（2011 年 11 月 3 日，ヤンゴン）。
（ 5 ）ただし，これは公式発表であり，実際にはほとんど組織にかかわっていないメ
ンバーも多いと考えられる。
（ 6 ）1990 年総選挙の結果と評価については，伊野［1992］を参照。
（ 7 ）たとえば，ICG［2009］を参照。
（ 8 ）USDP による動員の実態については，今後の研究課題としたい。


























連盟（The Union of Myanmar Federation of Chambers of Commerce and Indus-
try：UMFCCI）からは，ウィンミン会頭をはじめ 6 人が当選した。このほか，15














［1995］「ミャンマー民主化運動と少数民族問題」（『思想』No.850，1995 年 4 月，
岩波書店）114 -138 ページ。
工藤年博 ［2010］「ミャンマーの新展開―2010 年選挙を控えて―」（工藤年博編『ミャ
ンマー軍事政権の行方』調査研究報告書 地域研究センター 2009-Ⅳ -04，ア
ジア経済研究所）序 1-20 ページ　http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/
Download/Report/2009/pdf/2009_404_jo.pdf ［アクセス日：2011 年 1 月 17
日］。
＜英語文献＞
International Crisis Group （ICG）［2009］ “Myanmar: Towards the Elections，” Asia 
Report  No.174 （ 20 August 2009）， available at http://www.crisisgroup.
org/~/media/Files/asia/south-east-asia/burma-myanmar/174_myanmar___
7170
towards_the_elections.ashx ［accessed January 16， 2010］.
Lintner， Bertil ［2010］ “Don’t Believe the Hype， All We are Seeing Is the Illusion 
of Change” Global Asia， Vol.5， No.4， Winter 2010， pp.42-46.
Myanmar Alin（国営ビルマ語紙）。
New Light of Myanmar（国営英語紙）。
Prelim-inary Findings Report ［2010］， dated on November 8， 2010， available at 
http://www.networkmyanmar.org/images/stories/PDF5/pfr.pdf ［accessed 
November 27，2010］.
Transnational Institute （TNI） ［2010］ “A Changing Ethnic Landscape: Analysis of 
Burma’s 2010 Polls” （December 2010）， available at http://www.tni.org/
sites/www.tni.org/files/download/bpb4final.pdf ［accessed December 15， 
2010］.
Union Election Commission， Notifications（選挙管理委員会布告）。
第 2 章
国軍 ― 正統性なき統治の屋台骨 ―
中西嘉宏
はじめに
現在，約 40 万の兵力（陸軍 37 万 5000 人，海軍 1 万 6000 人，空軍







1962 年から 1988 年までのネーウィンによる支配の時代，その正統性は
「革命」や「ビルマ式社会主義」という言葉で表現された。国軍が後ろ盾
となってミャンマーなりの方法で革命を実現する。これが大義だった。他
方，1988 年 9 月 18 日にクーデターを敢行したソーマウン国軍参謀総長は，
1974 年憲法を停止して国家法秩序回復評議会に国家権力を集中させた。
国家法秩序回復評議会（State Law and Order Restoration Council： 
SLORC）という組織名にあらわれているように，この政権掌握の正統性
